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第2章 精神的・身体的被害の回復・防止への取組

	1	 保健医療サービス及び福祉サービスの提供（基本法第14条関係）
⑴　「ＰＴＳＤ対策に係る専門家の養成研
修会」の内容の充実等

【施策番号39】
厚生労働省においては、「ＰＴＳＤ（心的

外傷後ストレス障害）対策専門研修」で医
師、看護師、保健師、精神保健福祉士等を対
象としたＰＴＳＤ等に関する技能研修を行
い、精神保健福祉センター、医療機関、保健
所等における地域住民等に対する相談支援の
充実を図っている。
「ＰＴＳＤ対策専門研修」では、犯罪被害

者等の心のケアに関する研修も実施してお
り、平成29年度は333人が受講した。

⑵　ＰＴＳＤの診断及び治療に係る医療
保険適用の範囲の拡大

【施策番号40】
厚生労働省においては、平成30年度の診療

報酬改定において、通院における精神療法を
初診時に長時間（60分以上）行う場合の評価
を新設した。また、ＰＴＳＤの診断及び治療
を含む精神療法については、次のとおり医療
保険適用の範囲の拡大や診療報酬の評価の充
実を段階的に図っている。

18年度の診療報酬改定：ＰＴＳＤの診断の
ための心理テストを保険適用とした。

22年度の診療報酬改定：通院・在宅におけ
る精神療法を長時間（30分以上）行う場合の
評価を充実させた。

24年度の診療報酬改定：精神科救急医療体
制の確保に協力を行っている精神保健指定医
等が行う通院・在宅における精神療法の評価
を充実させた。

26年度の診療報酬改定：通院・在宅におけ
る精神療法において、必要に応じて児童相談

所等と連携すること等を要件として、20歳未
満の患者に対する診療の評価を充実させた。
また、在宅における精神療法を長時間（60分
以上）行う場合の評価を新設した。

28年度の診療報酬改定：ＰＴＳＤに対する
認知療法・認知行動療法を保険適用とした。
また、専門的な精神医療を提供している保険
医療機関や特定機能病院が行う、20歳未満の
患者に対する通院・在宅における精神療法の
評価を新設した。

⑶　ＰＴＳＤ治療の可能な医療機関につ
いての情報提供

【施策番号41】
厚生労働省においては、平成19年４月か

ら、医療機関に対し、医療機能に関する一定
の情報について、都道府県への報告を義務付
け、都道府県が医療機関の診療科目、医師や
看護師数等の基本的な情報、提供する医療の
内容に関する情報及び医療連携や医療安全に
関する情報を比較できるように整理し、ウェ
ブサイト等において住民が利用しやすい形で
公表する医療機能情報提供制度を施行してい
る。同制度の報告事項には、ＰＴＳＤ治療の
可否も含まれており、厚生労働省において
は、政府広報やウェブサイトを活用し、同制
度の周知に努めている（厚生労働省ウェブサ
イ ト：ht tp : / /www .mh lw . g o . j p / s t f /
seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/
teikyouseido/index.html）。

⑷　ＰＴＳＤ治療に係る自立支援医療制
度の利用の周知

【施策番号42】
厚生労働省においては、「犯罪被害者等の
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ＰＴＳＤ治療に係る自立支援医療（精神通院
医療）の利用について（周知依頼）」（平成28
年４月28日付け厚生労働省社会・援護局障害
保健福祉部精神・障害保健課長通知）によ
り、各都道府県・指定都市障害保健福祉主管
部（局）長に対して、ＰＴＳＤ治療（保険診
療に限る。）が自立支援医療（精神通院医療）
の対象となることについて、広報等を通じた
周知を依頼した。

⑸　犯罪被害者等への適切な対応に資す
る医学教育の促進

【施策番号43】
文部科学省においては、平成29年３月に

「医学教育モデル・コア・カリキュラム」※1

（http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/
chousa/koutou/033-2/toushin/1383962.htm）
を改訂し、ＰＴＳＤについては、学生が複眼
的に学修できるよう不安障害群や心的外傷及
びストレス因関連障害群として整理するとと
もに、同年５月に開催された全国医学部長病
院長会議における総会をはじめとした医学部
関係者が参加する各種会議で第３次基本計画
の内容を紹介し、各大学におけるＰＴＳＤ等
の精神的被害に関する教育の充実に向けた取
組を要請した。

また、厚生労働省においては、医学部卒業
後の医師臨床研修の到達目標に、経験が求め
られる疾患として精神・神経系疾患を位置付
けており、研修医の精神疾患に対する理解を
促進している。

⑹　精神保健福祉センターに対する犯罪
被害者等支援業務についての理解促進

【施策番号44】
精神保健福祉センターにおいては、心のケ

アが必要な犯罪被害者等に対して精神保健に
関する相談・支援を行っているところ、厚生

労働省においては、平成20年度に「犯罪被害
者の精神健康の状況とその回復に関する研
究」で取りまとめられた「犯罪被害者等支援
のための地域精神保健福祉活動の手引」

（http://www.ncnp.go.jp/nimh/seijin/www/
pdf/shiryo_tebikizenbun.pdf）を、精神保健
福祉センターに配布し、支援の充実を図って
いる。

また、必要に応じて、厚生労働省が主催す
る精神保健福祉センター長会議で犯罪被害者
等に関する議題を取り上げることとしている。

⑺　地域格差のない迅速かつ適切な救急
医療の提供

【施策番号45】
厚生労働省においては、ドクターカー・ド

クターヘリの普及や、初期救急、入院を要す
る救急である二次救急、救命救急である三次
救急の救急医療体制の体系的な整備を図って
いる。また、消防庁及び厚生労働省において
は、医学的観点から救急救命士を含む救急隊
員が行う応急処置等の質を担保するととも
に、平成29年10月現在、全都道府県及び243
の地域単位のメディカルコントロール協議会
の質を底上げし、メディカルコントロール体
制※2を充実強化することを目的として、全
国メディカルコントロール協議会連絡会を開
催している。

⑻　救急医療に連動した精神的ケアのた
めの体制整備

【施策番号46】
厚生労働省においては、救命救急センター

に犯罪被害者等が搬送された場合にも、救急
医療の実施と併せて、精神科の医師による診
療等が速やかに行われるよう、精神科の医師
を必要に応じて適時確保することを各都道府
県に求めている。

※1　各大学のカリキュラム改革に資するよう、13年３月に文部科学省の「医学・歯学教育の在り方に関する調査研究協力者会議」にお
いて、全ての医学生が卒業までに最低限修得すべき教育内容をガイドラインとして示したもの。

※2　救急現場から医療機関に搬送されるまでの間において、救急救命士等が行う応急処置等の質を保障する仕組み。具体的には、各種
プロトコールの作成、医師による指示・指導・助言、救急活動の事後検証等が行われる体制をいう。
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なお、平成28年度末現在、215の救命救急
センターが救急医療の実施と併せて、精神科
の医師による診療等が行える体制を整備して
いる（厚生労働省ウェブサイト：http://
www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/0000188907.html）。

⑼　交通事故による重度後遺障害者に対
する医療の充実等

【施策番号47】
国土交通省においては、平成13年度から自

動車事故による重度後遺障害者で在宅介護を
受けている者の入院を積極的に受け入れる病
院を短期入院協力病院として指定することを
始め、29年度には13病院を新たに指定し、全
国で合計177病院となった。また、病院に加
えて、25年度から障害者支援施設等を短期入
所協力施設として指定することを始め、29年
度には21施設を新たに指定し、全国で合計92
施設となった。

独立行政法人自動車事故対策機構（ＮＡＳ
ＶＡ〔ナスバ〕）においては、全国８か所の
療護施設において、自動車事故による遷延性
意識障害者に対する高度な治療・手厚い看護
を行っているほか、新たな取組として、30年

１月、急性期から慢性期における連続した治
療・リハビリの臨床研究等を行う「一貫症例
研究型委託病床」を新設した。（P22コラム４

「独立行政法人自動車事故対策機構（ＮＡＳ
ＶＡ）による自動車事故被害者支援」参照）。

NASVAの被害者支援に関するポスター

交通

9

提供：国土交通省

▶
独立行政法人自動車事故対策機構（ＮＡＳＶＡ）による自動車
事故被害者支援

独立行政法人自動車事故対策機構（ＮＡＳＶＡ〔ナスバ〕：http://www.nasva.go.jp/）で
は、「安全・安心のパートナー ～頼れるナスバ、寄り添うナスバ～」を基本理念として掲げ、
自動車事故被害者支援と自動車事故防止を通して、安全・安心・快適な社会の実現を目指して
活動しているところ、このうち、自動車事故被害者に対する具体的な支援策については、次の
とおりである。

○　療護施設の設置・運営
遷延性意識障害者（自動車事故により脳損傷を生じ、重度の意識障害が継続する状態にあ

り、治療と常時の介護を必要とする者）を対象として、社会復帰の可能性を追求しながら適
切な治療と看護を行う専門の療護センターを国内４か所に、療護センターに準じた治療等を
行う療護施設機能委託病床（ＮＡＳＶＡ委託病床）を国内５か所に、それぞれ設置・運営し
ている。

これらの施設では、高度先進医療機器（ＣＴ、ＭＲＩ、ＰＥＴ等）で入手した検査情報を

コラム４
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基に、個々の患者に合った効果的な治療等の方針を策定している。
また、入院患者のわずかな意識回復の兆しを捉えることができるよう、「ワンフロア病棟

システム」を取り入れるとともに、基本的には同じ看護師が一人の入院患者を継続して受け
持つ「プライマリー・ナーシング方式」の看護体制を導入しており、日常生活を通じてなる
べく多くの自然刺激を入院患者に与え、少しでも症状が改善するよう、きめ細かな配慮の下
に治療等を行っている。

○　在宅介護への支援
在宅で介護を受ける自動車事故被害者とその家族に、介護料の支給をはじめとする各種支

援を行っているほか、職員が介護料受給者宅を訪問し、自動車事故被害者等のニーズを直接
伺うとともに、必要な情報提供を行う訪問支援を行っている。

○　交通遺児等の育成支援
自動車事故により死亡又は重度の後遺障害が残った被害者の子供の健全な育成を図るた

め、生活状況が困窮していると認められる家庭の子供を対象として、中学校卒業までの育成
資金の無利子貸付を実施している。

ＮＡＳＶＡの使命は、自動車事故被害者支援と自動車事故防止であることを常に肝に銘じ、
今後も、国民の「安全・安心のパートナー」として、ＮＡＳＶＡにしかできないこれらの施策
の確実な実施を通じて広く社会の期待に応えていく。

【委託病床】
泉大津市立病院（16床）

【中部療護センター】（50床） 【委託病院】
中村記念病院（12床）

【東北療護センター】（50床）

【千葉療護センター】
（80床）

【委託病床】
湘南東部総合病院
（12床）

【一貫症例研究型委託病床】
藤田保健衛生大学病院（5床）

【岡山療護センター】
（50床）

【委託病床】
聖マリア病院（20床）

ＮＡＳＶＡが設置・運営する療護施設

ワンフロア病棟システム
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⑽　高次脳機能障害者への支援の充実
【施策番号48】

厚生労働省においては、各都道府県で実施
する「高次脳機能障害及びその関連障害に対
する支援普及事業」を支援しており、同事業
では、高次脳機能障害者に対する支援を行う
ための支援拠点機関の設置、相談支援コー
ディネーターによる専門的な相談支援、関係
機関との地域ネットワークの充実、高次脳機
能障害の支援手法等に関する研修等を行って
いる。

また、平成23年10月、国立障害者リハビリ
テーションセンター内に高次脳機能障害情

報・支援センターを設置し、高次脳機能障害
に関する最新の支援情報をはじめとする様々
な情報を集約し、高次脳機能障害のある者や
その家族、支援関係者等に役立つ情報をウェ
ブサイトで発信する体制を整備するなど、情
報提供機能の強化を図っている。特に、専用
ペ ー ジ（http://www.rehab.go.jp/brain_
fukyu/）において、高次脳機能障害のある
者が障害者の日常生活及び社会生活を総合的
に支援するための法律に基づくサービスの対
象であることや、疾患や年齢に応じた制度等
を掲載し、周知を図っている。

高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業

支援体制整備
・　関係機関、自治体職員に対する研修
・　関係機関への指導、助言

相談支援
・　専門的なアセスメント、ケアプランの作成
・　ケアプランに基づくサービスの提供

相談支援コーディネーター等による関係機関との連携

委託

国立障害者リハビリテーションセンター

福祉サービス事業者 患者団体医療機関

・　各種支援プログラムの検証と改正
・　研修事業、普及啓発活動
・　情報収集・発信機能
・　支援拠点機関への情報還元

市町村

相談・事例収集指導助言・情報還元 都道府県

情報提供

専門的
相談

就労支援機関

支援拠点機関
支援センターからの情報や相談に対する助言を基に
①　一般国民・医療従事者に対する高次脳機能障害に係る知見の普及・啓発の充実
②　当事者・家族への相談支援の充実
③　研修体制の充実 等を図る。

サービス
利用

高次脳機能障害情報・支援センター

高
次
脳
機
能
障
害
者
・
家
族

提供：厚生労働省

⑾　思春期精神保健の専門家の養成
【施策番号49】

厚生労働省においては、思春期精神保健対
策専門研修として、医療従事者及びひきこも
り支援従事者を対象に、児童虐待や家庭内暴
力等に起因する精神障害等、子供の心の診療

に関連した系統講義を行っている。
平成29年度は、医療従事者専門研修（全２

回）に延べ113人、ひきこもり対策研修に175
人が参加した。
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⑿　被害少年等のための治療等の専門家
の養成、体制整備及び施設の増強に資
する施策の実施

【施策番号50】
厚生労働省においては、虐待を受けた子供

の児童養護施設等への入所が増えていること
を受け、平成23年度に児童養護施設等に心理
療法担当職員及び個別対応職員の配置を義務
化するなど、適切な援助体制を確保してい
る。

また、児童相談所においては、円滑な業務
遂行のため、児童福祉司（指導及び教育を行
う児童福祉司スーパーバイザーを含む。）、相
談員、医師（精神科又は小児科を専門とする
医師）又は保健師、児童心理司、心理療法担
当職員、弁護士等を配置するとともに、子供
の相談援助活動を行うに当たって専門的・医
学的な判断や治療を必要とする場合には、医
療機関の受診に関する援助を行うこととして
いる。

29年４月現在、全国の児童相談所には、
630人の医師、138人の保健師及び1,379人の
児童心理司が配置されている。

児童相談所の設置状況・職員配置状況

児童�
相談所数

児童�
福祉司数

児童�
心理司数

平成22年4月1日現在※ 205 2,477 1,108
平成23年4月1日現在 206 2,606 1,162
平成24年4月1日現在 207 2,670 1,193
平成25年4月1日現在 207 2,771 1,237
平成26年4月1日現在 207 2,829 1,261
平成27年4月1日現在 208 2,934 1,293
平成28年4月1日現在 209 3,030 1,329
平成29年4月1日現在 210 3,253 1,379

※�　平成22年の児童相談所数については、同年5月10日現在
提供：厚生労働省

⒀　里親制度の充実
【施策番号51】

厚生労働省においては、平成28年５月に成
立し、29年4月から施行された児童福祉法等
の一部を改正する法律（以下「児童福祉法等
改正法」という。）により改正された児童福

祉法に基づき、家庭における養育が困難又は
適当でない場合には、まずは養子縁組や里親
等への委託を優先することとした。また、同
法において、里親の開拓から児童の自立支援
までの一貫した里親支援が都道府県（児童相
談所）の業務として位置付けられたことに伴
い、29年度から従前の里親支援機関事業を拡
充した里親支援事業を実施し、里親制度の更
なる充実を図っている。

⒁　児童虐待に対する夜間・休日対応の
充実等

【施策番号52】
ア　厚生労働省においては、児童相談所が夜

間・休日を問わず、いつでも相談に応じら
れる体制を整備するための予算補助を行っ
ており、平成30年３月現在、全ての児童相
談所で24時間・365日対応できる体制が確
保されている（69自治体、210か所）。

【施策番号53】
イ　厚生労働省においては、都道府県が、児

童相談所では対応しきれない医学的判断・
治療が必要となるケースについて迅速かつ
適切に対応するため、地域の医療機関を協
力医療機関に指定し、医学的知見から個々
のケースに応じた心身の治療の必要性等に
ついて専門的・技術的な助言を得る取組に
対し、予算補助を行っている。

⒂　被害少年等の保護に関する学校及び
児童相談所等の連携の充実

【施策番号54】
地方公共団体が設置する要保護児童対策地

域協議会は、虐待を受けている子供等の早期
発見や適切な保護を図るため、児童相談所、
学校・教育委員会、警察等の関係機関と要保
護児童やその保護者等（以下「支援対象児童
等」という。）に関する情報共有や、支援内
容の協議を行うこととしており、その結果を
踏まえ、関係機関が適切な連携の下で対応し
ている。同協議会は、平成28年４月現在、
99.2％の市町村で設置されている。
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また、児童福祉法等改正法により改正され
た児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する
法律において、保護者の養育を支援すること
が特に必要と認められる子供等（以下「要支
援児童等」という。）と思われる者に日頃か
ら接する機会の多い学校、病院、診療所、児
童福祉施設等の関係機関は、要支援児童等と

思われる者を把握した場合、当該者の情報を
現在地の市町村に提供するよう努めなければ
ならないこととされ、また、当該関係機関
は、児童相談所等から児童虐待の防止等に関
する資料等の提供を求められたときは、当該
資料等を提供することができることとされ
た。

要保護児童対策地域協議会

要保護児童対策調整機関
・　支援内容が重複する場合等に優先して対応すべき支援機関を選定
・　支援機関ごとに支援内容の進行等を管理　等

保育所・幼稚園

学校・教育委員会警　察

民生・児童委員医療機関

弁護士会
民間団体 児童館児童相談所

市町村 保健機関

支援対象児童等の早期発見や適切な保護や支援を図るためには、
・　関係機関が当該児童等に関する情報や考え方を共有し、
・　適切な連携の下で対応していくことが重要

であり、市町村において、要保護児童対策地域協議会を設置し、
① 　関係機関相互の連携や役割分担の調整を行う機関を明確にするなどの責任体制を明

確化するとともに、
② 　個人情報の適切な保護と関係機関における情報共有の在り方を明確化することが必要

果たすべき機能

平成25年度 平成27年度 平成28年度
設置している市町村数（全市町村に占める割合） 1,722（98.9%） 1,726（99.1%） 1,727（99.2%）
登録ケース数（うち児童虐待） 178,610（84,917） 191,806（92,140） 219,004（97,428）

調
整
機
関

職
員
数

①　児童福祉司と同様の専門資格を有する職員 1,586 1,800 1,663
②　その他専門資格を有する職員 3,091 3,873 3,403
③　①②以外の職員（事務職等） 3,556 3,647 2,967
④　合計 8,233 9,320 8,033

※�　「設置している市町村数」及び「調整機関職員数」については、各年4月1日現在の数値

提供：厚生労働省

⒃　被害少年等に対する学校におけるカ
ウンセリング体制の充実等

【施策番号55】
ア　文部科学省においては、犯罪被害者等を

含む児童生徒の相談等に適切に対応できる
よう、学校における教育相談体制の充実に
取り組んでいる。具体的には、児童生徒の
心理に関して高度に専門的な知識・経験を
有するスクールカウンセラーの学校等への
配置及び緊急支援のための派遣に対して補

助を行っている。平成31年度までに、全公
立小・中学校約2万7,500校にスクールカ
ウンセラーを配置することを目標としてお
り、29年度においては、その配置に係る経
費（2万6,000校分）を予算措置した。また、
福祉の専門的な知識・技術を用いて児童生
徒を支援するスクールソーシャルワーカー
の教育機関等への配置に対して補助を行っ
ている。31年度までに、全ての中学校区に
約1万人のスクールソーシャルワーカーを
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配置することを目標としており、29年度に
おいては、その配置に係る経費（5,047人

分）を予算措置した。

スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの活動概要

地域
家庭

友人
児童生徒

 子供の貧困
ひとり親家庭
児童虐待　等

貧困対策等

いじめ
暴力行為

不登校　等

児童生徒の
抱える諸課題

児童生徒が置かれた様々な
環境の問題への働き掛け

スクールソーシャルワーカー
連携・調整連携・調整

関係機関教職員

地域
家庭

友人
児童生徒

緊急支援派遣

いじめ
暴力行為

不登校　等

児童生徒の
抱える諸課題

悩みのある児童生徒
へのカウンセリング

スクールカウンセラー

助言・援助

教職員

助言・援助

家庭（保護者）

児童生徒の心理に関して高度に専門的な知識及び
経験を有する者（臨床心理士等）

児童相談所、福祉事務所、弁護士、
保健・医療機関、適応指導教室、
警察、家庭裁判所、保護観察所 等

福祉に関して専門的な知識・技術を有するとともに、
過去に教育や福祉の分野において、活動経験の実績等
がある者（社会福祉士、精神保健福祉士等）

心のケアを要す
る事象の発生

（自殺、災害等）

提供：文部科学省

【施策番号56】
イ　教職員が犯罪被害者等である児童生徒の

相談等にも的確に対応できるよう、大学の
教職課程においては、カウンセリングに関
する基礎的な知識を含む教育相談の理論及
び方法を必ず取り扱うこととされている。
また、地方公共団体の教育相談指導者を対
象として、犯罪被害者等に関する内容を含
む教育相談の研修を実施している。

⒄　被害少年が受ける精神的打撃軽減の
ための継続的支援の推進

【施策番号57】
人格形成の途上にある少年が被害を受けた

場合、その後の健全育成に与える影響が大き
いことから、警察においては、被害少年の再
被害を防止するとともに、その立ち直りを支
援するため、少年補導職員等による指導・助
言のほか、カウンセリング等の継続的な支援
を行っている。

被害少年の支援に際しては、臨床心理学、

精神医学等の高度な知識・技能を有する部外
の専門家を被害少年カウンセリングアドバイ
ザーとして委嘱し、その適切な指導・助言を
受けながら支援を実施するとともに、それぞ
れの地域においては、保護者等との緊密な連
携の下に、少年を取り巻く日常の環境の変化
や生活状況を把握しつつ、きめ細かな訪問活
動を行うボランティアを被害少年サポーター
として委嘱し、これらの者と連携した支援活
動を推進している。

子供の性被害をめぐる情勢については、平
成29年中、児童ポルノ事犯の検挙を通じて新
たに特定された被害児童は1,216人で、この
うち21.6％は抵抗するすべを持たない低年齢
児童（小学生以下）であるほか、SNSの利用
に起因して児童買春等の被害に遭う児童の数
が近年増加を続けているなど、厳しい状況で
ある。警察では、このような情勢を踏まえ、
同年４月に犯罪対策閣僚会議において決定さ
れた「子供の性被害防止プラン」（児童の性
的搾取等に係る対策の基本計画）に基づき、
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関係省庁と連携し、被害児童の迅速な保護及
び適切な支援に向けた取組を推進している

（P28コラム５「子供の性被害防止プラン」
参照）。

被害少年への支援活動

連携

保護者 被害少年等

連携 連絡

相談
被害の申告

助言 指導

カウンセリング
環境の調整等

関係機関・団体

被害少年サポーター
（地域ボランティア）

刑事部門

少年サポートセンター

少年補導職員

警察署等

少年警察
担当部門

連携

警察本部
少年警察担当課

被害少年カウンセリング
アドバイザー

（臨床心理士、精神科医等）

▶ 子供の性被害防止プラン

１　経緯
児童買春や児童ポルノの製造等を通じて子供に性的な被害を与える行為は、被害児童の心身

に有害な影響を及ぼし、かつ、その人権を著しく侵害する極めて悪質な行為であり、断じて許
されるものではない。

我が国では、児童ポルノ事犯に係る被害児童数が近年増加しており、SNS等の利用に起因
して性的な被害に遭う児童も多く認められるほか、いわゆるＪＫビジネス等の児童の性に着目
した新たな形態の営業が出現しているなど、子供の性被害をめぐる情勢は深刻な状況にある。

子供の性被害防止のためのポスター

コラム５
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⒅　警察における性犯罪被害者に対する
カウンセリングの充実

【施策番号58】
警察においては、平成30年４月現在、40都
道府県警察で135人（うち臨床心理士85人）
の部内カウンセラーを配置するとともに、45
都道府県警察でカウンセリング費用の公費負
担制度を運用している（P11【施策番号15】
参照）。

⒆　性犯罪被害者に対する緊急避妊に関
する情報提供

【施策番号59】
厚生労働省においては、性犯罪被害者を含

め、緊急避妊を必要とする者が、緊急避妊薬
の使用目的や使用方法等を含め、緊急避妊の
方法等に関する情報を得られるよう、保健所
や女性健康支援センター等を通じて情報提供
を行っている。

こうした状況を踏まえ、「児童の性的搾取等に係る対策に関する業務の基本方針について」
（平成28年３月閣議決定）に基づき、28年４月以降、子供の性被害の防止対策等に関する企画
及び立案並びに関係府省庁間の必要な総合調整の業務を国家公安委員会が行うこととなり、関
係府省庁から成る連絡会議等での検討を経て、29年４月、犯罪対策閣僚会議において「子供の
性被害防止プラン」（児童の性的搾取等に係る対策の基本計画）が策定された。

２　概要
「子供の性被害防止プラン」は、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会までを
視野に、現行法を前提として、児童の性的搾取等の撲滅に向けて政府が取り組むべき施策を6
つの柱ごとに取りまとめたものである。

子供の性被害防止プラン（概要）
主な取組

１．児童の性的搾取等の撲滅に向けた国民意識の向上及び
　国民運動の展開並びに国際社会との連携の強化

２．児童が性的搾取等の被害に遭うことなく健やかに成長
　するための児童及び家庭の支援

○　国民運動の推進に向けた官民協議会の開催
○　児童買春・児童ポルノの被害防止及びインターネットにおける児童
ポルノの流通・閲覧防止のための国民に対する広報・啓発活動の推進

○　「オンラインの児童性的搾取撲滅のためのWePROTECT世界連携」
への参画

○　国内の取組に関する国際社会への情報発信

４．被害児童の迅速な保護及び適切な支援の推進

○　児童やその保護者等が相談しやすい環境の整備
○　いわゆるJKビジネス等の児童の性に着目した営業に関与する児童
の補導の推進
○　児童相談所・市町村における児童等への支援
○　性犯罪・性暴力被害者に対する支援の充実

○　官民が協力して実施する「春のあんしんネット・新学期一斉行動」
の推進

○　学校における情報モラル教育の充実
○　サイバー防犯ボランティア活動の支援の強化
○　ひとり親家庭等に対する支援

３．児童の性的搾取等に使用されるツール等に着目した被
　害の予防・拡大防止対策の推進
○　携帯電話事業者等によるフィルタリングの普及促進に向けた自主的
取組の支援

○　ブロッキングの実効性向上に向けた諸対策の推進
○　出会い系サイト及びコミュニティサイトに対する事業者対策の実施
○　繁華街・歓楽街における犯罪組織、違法風俗店等の排除及び犯罪イ
ンフラの解体の促進

５．被害情勢に即した取締りの強化と加害者の更生

○　いわゆるJKビジネス等の児童の性に着目した営業の禁止等に関す
る条例制定の支援

○　加害者に対する取締りの強化と巌正な対応
○　児童の心理的負担等に配慮した事情聴取に向けた関係機関の連携強化
○　刑事施設における性犯罪再犯防止指導の実施

６．児童が性的搾取等の被害に遭わない社会の実現のため
　の基盤の強化

○　児童の性的搾取等事犯に対する搜査能力の向上
○　被害児童の支援担当者への研修内容の充実
○　学校における被害児童の早期発見・支援活動のためのスクールカウ
ンセラー等の配置等の推進
○　児童相談所の体制及び専門性の強化

３　今後の方向性
「子供の性被害防止プラン」に基づき、国民各層、民間事業者及び関係機関・団体と連携す
ることはもとより、国際社会とも連携を図りながら、取組の状況を適時適切に検証しつつ、政
府全体で対策を推進していくこととしている。
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⒇　性犯罪被害者対応における看護師等
の活用

【施策番号60】
厚生労働省においては、医師・看護師等の

職種が連携し、各々の専門性を発揮して性犯
罪も含めた暴力被害者支援に取り組んでいる
実践的な事例を盛り込んだ「チーム医療推進
のための基本的な考え方と実践的事例集」を
ウェブサイト（http://www.mhlw.go.jp/stf/
shingi/2r9852000001ehf7.html）等で周知し
ている。

㉑　ワンストップ支援センターの設置促進
【施策番号61】

ア　警察庁においては、関係省庁、地方公共
団体及び犯罪被害者等の援助を行う民間の
団体等に対し、「犯罪被害者等施策情報
メールマガジン」を通じてワンストップ支

援センターの開設状況や効果的な広報啓発
活動について情報提供を行うなどにより、
地方公共団体における性犯罪被害者支援に
係る関係部局や医療機関、犯罪被害者等の
援助を行う民間の団体間の連携・協力の充
実・強化を要請している。

【施策番号62】
イ　内閣府においては、性犯罪被害者等が安

心して相談をし、必要な支援を受けられる
環境を整備するため、地方公共団体の職員
や性犯罪被害者等の支援を行う相談員を対
象とした研修を実施し、先進的な取組等の
好事例を紹介するなどしている。

【施策番号63】
ウ　厚生労働省においては、都道府県等の協

力を得て、犯罪被害者支援団体、医師等の
医療関係者等から、ワンストップ支援セン
ター開設に向けた相談があった場合には、
協力が可能な医療機関の情報を収集し、当
該団体等に提供することとしている。

【施策番号64】
エ　厚生労働省においては、平成28年３月、

告示改正を行い、医療機能情報提供制度の
内容に、ワンストップ支援センターが施設
内に設置されているかどうかに関する項目
を追加した（医療機能情報提供制度につい
ては、P20【施策番号41】参照）。

【施策番号65】
オ　内閣府においては、都道府県による性犯

▶
性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターの 
設置促進

第４次男女共同参画基本計画（平成27年12月閣議決定）において、「性犯罪被害者に対する
専門の相談窓口機能を持ち、必要に応じ医師による心身の治療、警察等への同行支援を始めと
する、適切な支援が可能な性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターの設置を
促進する」こととされており、その成果目標として、32年までに各都道府県に、行政が関与す
る性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターを最低１か所設置することとされ
ている。

内閣府においては、この成果目標を達成するため、29年度から新たに「性犯罪・性暴力被害

コラム６

警察におけるカウンセリングの様子
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罪・性暴力被害者のためのワンストップ支
援センターの設置を促進し、運営の安定化
を図るため、29年度に性犯罪・性暴力被害
者支援交付金を創設した（性犯罪・性暴力
被害者のためのワンストップ支援センター
の設置状況については、P30コラム６「性
犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ
支援センターの設置促進」を、警察庁にお

ける取組については、P80【施策番号201】
を、それぞれ参照）。

㉒　犯罪被害者等に関する専門的知識・
技能を有する専門職の養成等

【施策番号66】
ア　警察庁においては、一般社団法人日本臨

床心理士会に働き掛け、犯罪被害者等に関

者支援交付金」を設けて、ワンストップ支援センターの早期設置を各都道府県に促すととも
に、その安定した運営を目指している。

30年３月現在、地方公共団体が関与する性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援セ
ンターは、42都道府県で設置されている。

地方公共団体が関与する性犯罪・性暴力被害者のための 
ワンストップ支援センター（30年３月現在）

地方公共団体名 名　　称 地方公共団体名 名　　称
1 北海道/札幌市 性暴力被害者支援センター北海道（SACRACH（さくらこ）） 21 愛知県 ハートフルステーション・あいち

2 青森県 あおもり性暴力被害者支援センター 22 三重県 みえ性暴力被害者支援センター　よりこ

3 岩手県 岩手県性犯罪・性暴力被害者支援（はまなすサポート） 23 滋賀県 性暴力被害者総合ケアワンストップびわ湖（SATOCO）

4 宮城県 性暴力被害相談支援センター宮城 24 京都府 京都性暴力被害者ワンストップ相談支援センター
（京都SARA（サラ））

5 秋田県 あきた性暴力被害者サポートセンター
（ほっとハートあきた） 25 大阪府 性暴力救援センター・大阪（SACHICO）

6 山形県 やまがた性暴力被害者サポートセンター
（べにサポ やまがた） 26 兵庫県 ひょうご性被害ケアセンター（よりそい）

7 福島県 性暴力等被害救援協力機関（SACRAふくしま） 27 和歌山県 性暴力救援センター和歌山（わかやまmine（マイン））

8 茨城県 性暴力被害者サポートネットワーク茨城 28 鳥取県 性暴力被害者支援センターとっとり（クローバーとっとり）

9 栃木県 とちぎ性暴力被害者サポートセンター（とちエール） 29 島根県 性暴力被害者支援センター（たんぽぽ）

10 群馬県 群馬県性暴力被害者サポートセンター（Saveぐんま） 30 岡山県/岡山市 被害者サポートセンターおかやま
（性犯罪被害者等支援センターおかやま）

11 埼玉県 彩の国犯罪被害者ワンストップ支援センター
（性暴力等犯罪被害専用相談電話「アイリスホットライン」） 31 広島県 性被害ワンストップセンターひろしま

12 千葉県/千葉市
千葉性暴力被害支援センターちさと 32 山口県 山口県男女共同参画相談センター

（やまぐち性暴力被害者支援システム「あさがお」）

千葉犯罪被害者支援センター 33 徳島県 性暴力被害者支援センター
（よりそいの樹とくしま（中部・南部・西部））

13 東京都 東京都性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援センター
（性暴力救援ダイヤルNaNa） 34 香川県 性暴力被害者支援センター（オリーブかがわ）

14 神奈川県
かながわ性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援センター

（かならいん） 35 福岡県
福岡市/北九州市 性暴力被害者支援センター・ふくおか

かながわ犯罪被害者サポートステーション 36 佐賀県 性暴力救援センター・さが（さがmirai）

15 新潟県 性暴力被害者支援センターにいがた 37 長崎県 性暴力被害者支援（サポートながさき）

16 富山県 性暴力被害ワンストップ支援センターとやま 38 熊本県 性暴力被害者のためのサポートセンター
（ゆあさいどくまもと）

17 石川県 いしかわ性暴力被害者支援センター
（パープルサポートいしかわ） 39 大分県 おおいた性暴力救援センター・すみれ

18 福井県 性暴力救済センター・ふくい（ひなぎく） 40 宮崎県 性暴力被害者支援センター（さぽーとねっと宮崎）

19 長野県 長野県性暴力被害者支援センター（りんどうハートながの） 41 鹿児島県 性暴力被害者サポートネットワークかごしま（FLOWER）

20 岐阜県 ぎふ性暴力被害者支援センター 42 沖縄県 沖縄県性暴力被害者ワンストップ支援センター
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する専門的知識・技能を有する臨床心理士
の養成及び研修の実施を促進しているほ
か、都道府県臨床心理士会の被害者支援担
当者を集めた研修会に職員を派遣し、犯罪
被害者等施策に関する講義を実施してい
る。

また、犯罪被害者週間の実施に当たり、
同会や各都道府県の臨床心理士会、臨床心
理士受験資格に関する指定大学院に広報啓
発ポスターや啓発イベントの開催案内を送
付し、臨床心理士等の参加を呼び掛けるな
どしている。

【施策番号67】
イ　警察庁においては、社会福祉士がイン

ターネットを通じていつでも基本法や第３
次基本計画の内容等について学ぶことがで
きるe-ラーニングのコンテンツ作成につい
て、公益社団法人日本社会福祉士会に協力
し、犯罪被害者等に関する専門的な知識・
技能を有する社会福祉士の養成及び研修の
実施に努めている。

また、犯罪被害者週間の実施に当たり、
厚生労働省と連携して、同会や各都道府県
の社会福祉士会、社会福祉学科等を設けて
いる大学、公益社団法人日本看護協会等に
広報啓発ポスターや啓発イベントの開催案
内を送付し、社会福祉士等の参加を呼び掛
けるなどしている。

㉓　法科大学院における教育による犯罪
被害者等への理解の向上の促進

【施策番号68】
文部科学省においては、犯罪被害者等に対

する理解の向上を含め、真に国民の期待と信
頼に応え得る法曹の養成に努めるよう、法科
大学院に促している。法科大学院において
は、これに応え、犯罪被害者等の実態を把
握・分析し、犯罪被害者等の法的地位、損害
回復の方法、被害者支援活動における課題等
を考察する「被害者学」、「被害者と法」等の
授業科目を開設するなどの取組を行ってい
る。

㉔　犯罪被害者等に対する医療機関に関
する情報の周知

【施策番号69】
厚生労働省においては、医療機能情報提供

制度（P20【施策番号41】参照）を運用し、
犯罪被害者等を含む患者が、医療に関する情
報を得られ、適切に医療機関を選択できるよ
う支援している。

㉕　犯罪被害者等の受診情報等の適正な
取扱い

【施策番号70】
ア　個人情報保護委員会及び厚生労働省にお

いては、医療機関等による個人情報の適切
な取扱いを確保する目的で、「医療・介護
関係事業者における個人情報の適切な取扱
いのためのガイダンス」（平成29年４月14
日付け個人情報保護委員会事務局長・厚生
労働省医政局長・医薬・生活衛生局長・老
健局長通知）を定め、医療機関等に適切な
対応を求めている。また、厚生労働省にお
いては、「診療情報の提供等に関する指針」

（15年９月12日付け厚生労働省医政局長通
知）を策定しており、医療機関等に適切な
対応を求めている。さらに、医療法に基づ
き設置されている都道府県等の医療安全支
援センターにおいては、患者やその家族か
ら個人情報の取扱いを含めた医療に関する
苦情・相談を受けた場合、当該患者やその
家族又は苦情・相談のあった医療機関の管
理者に対し、必要に応じて助言を行うこと
とされている。医療保険者についても、

「健康保険組合等における個人情報の適切
な取扱いのためのガイダンス」（29年４月
14日付け個人情報保護委員会事務局長・厚
生労働省保険局長通知）等の関連ガイダン
スを通知し、引き続き適切な対応を求めて
いる。

【施策番号71】
イ　金融庁においては、犯罪被害者等の保険

利用に関する情報をはじめとする個人情報
の取扱いに関し、保険会社に問題があると
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認められる場合には、保険業法等に基づ
き、保険会社に対する検査・監督において

適切な対応を行っている。

	2	 安全の確保（基本法第15条関係）

⑴　判決確定、保護処分決定後の加害者
に関する情報の犯罪被害者等への提供
の適正な運用

【施策番号72】
検察庁においては、事件の処理結果、公判

期日、裁判結果等のほか、希望があるときは
不起訴裁定の主文、不起訴裁定の理由の骨子
等を犯罪被害者等に通知する、全国統一の被
害者等通知制度を実施している。

平成19年12月から、同制度を拡充し、犯罪
被害者等の希望に応じて、判決確定後の加害
者に関する処遇状況等の情報について、検察
庁、刑事施設、地方更生保護委員会及び保護
観察所が連携して通知を行っている。具体的
には、加害者の受刑中の処遇状況に関する事
項、仮釈放審理に関する事項、保護観察中の
処遇状況に関する事項等を通知している。ま
た、26年４月から、加害者の受刑中の刑事施
設における懲罰及び褒賞の状況を通知するこ
ととした。

同じく、19年12月から、犯罪被害者等の希
望に応じて、保護処分決定後の加害者に関す
る処遇状況等の情報について、少年鑑別所、
少年院、地方更生保護委員会及び保護観察所
が連携して通知を行っている。具体的には、
少年院送致処分又は保護観察処分を受けた加
害少年について、少年院における処遇状況に
関する事項、仮退院審理に関する事項、保護
観察中の処遇状況に関する事項等を通知して
いる。また、26年４月から、加害者の少年院
在院中における賞、懲戒及び問題行動指導の
状況を通知することとした。

保護観察所においては、保護観察中の処遇
状況に関する事項の一つとして、従前は保護
観察の終了予定年月のみを通知していたが、
同月から、これを年月日まで通知するほか、

特別遵守事項に基づき実施する特定の犯罪傾
向を改善するための専門的処遇プログラムの
実施状況を通知することとした。

また、保護観察の開始に関する事項を通知
する際、心情等伝達制度を含む更生保護にお
ける犯罪被害者等施策に関するリーフレット
等を添付するなどして、通知制度を利用して
いる犯罪被害者等に心情等伝達制度の周知を
図り、問合せに応じて説明を行っている。

被害者等通知制度の29年中の実施状況につ
いては、通知希望者数は、７万3,503人であり、
実際に通知を行った延べ数は12万8,630人で
あった。

法務省における被害者等通知制度の実施状況

年次 通知希望者数 通知者数
平成22年 62,993 114,996
平成23年 63,542 118,933
平成24年 67,750 122,376
平成25年 75,516 129,036
平成26年 79,660 135,545
平成27年 77,874 133,863
平成28年 74,399 131,452
平成29年 73,503 128,630

提供：法務省

⑵　加害者に関する情報提供の適正な運用
【施策番号73】

警察においては、「再被害防止要綱」（平成
19年６月11日付け警察庁刑事局長等通達）に
基づき、同じ加害者により再び危害を加えら
れるおそれのある犯罪被害者等を再被害防止
対象者に指定し、再被害防止のための関連情
報の収集、関連情報の教示・連絡体制の確立
と要望の把握、自主警戒指導、警察による警
戒措置、加害者への警告等の再被害防止措置
を実施している。

これらの再被害防止措置の実施に当たって
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は、関係機関が緊密に連携しており、法務省
においては、犯罪被害者等が加害者との接触
回避等の措置を講じることにより再被害を避
けることができるよう、13年10月から出所情
報通知制度を運用している。具体的には、警
察から再被害防止措置上必要とする受刑者の
釈放等に関する情報の通報要請があった場
合、通報を行うのが相当であると認められる
ときは、受刑者の釈放等に関する情報（自由
刑の執行終了による釈放予定と予定年月日・
帰住予定地、仮釈放による釈放予定と予定年
月日・指定帰住地等）を通報している。

また、犯罪被害者等が希望する場合、検察
官が相当と認めるときは、犯罪被害者等に対
し、受刑者の釈放前に釈放予定に関する通知
を行っている。

出所情報通知制度については、引き続き、
各会議等において制度について周知を図り、
実務担当者からも犯罪被害者等に対して案内
をしている。

犯罪被害者等に対する出所情報通知状況

年次 通知希望者数 通知者数
平成23年 298 395
平成24年 300 361
平成25年 423 398
平成26年 414 338
平成27年 450 388
平成28年 426 418
平成29年 438 394

提供：法務省

⑶　警察における再被害防止措置の推進
【施策番号74】

ア　警察においては、子供を対象とした暴力
的性犯罪により刑事施設に服役している者
の出所予定日、出所後の帰住予定先等の出
所情報について、平成17年６月から、法務
省から提供を受けている。出所者の更生や
社会復帰を妨げないように配慮しつつ、犯
罪の予防等への活用を図っており、23年４
月から、訪問による所在確認や同意を前提
とした面談を取り入れるなどの再犯防止措

置を講じている。
【施策番号75】

イ　P33【施策番号73】参照

⑷　警察における保護対策の推進
【施策番号76】

警察においては、暴力団による犯罪の被害
者や暴力団との関係を遮断しようとする事業
者等に対する危害行為を防止し、その安全確
保の徹底を図るため、組織の総合力を発揮し
た保護対策を実施している。
「保護対策実施要綱」（平成23年12月22日付

け警察庁次長通達）に基づき指定した身辺警
戒員に対する教育・訓練を強化し、また、防
犯カメラ等必要な装備資機材を拡充するとと
もに、保護対象者が警備業者の機械警備を利
用する際には、その費用の一部を補助するこ
ととしている。

⑸　保釈に関しての犯罪被害者等に対す
る安全への配慮の充実

【施策番号77】
法務省・検察庁においては、加害者の保釈

に関し、検察官が、犯罪被害者等から事情を
聴くなどによりその安全確保を考慮して裁判
所に意見を提出するほか、保釈申請に対する
結果について犯罪被害者等に連絡するなど、
適切な対応に努めている。また、会議や研修
等の様々な機会を通じ、検察官等に犯罪被害
者等に対する安全配慮についての周知に努め
ている。

⑹　再被害防止に向けた関係機関の連携
の充実

【施策番号78】
ア　警察においては、配偶者等からの暴力事

案等に対して配偶者暴力相談支援センター
等の関係機関・団体と連携した被害者支援
を講じるなど、犯罪被害者等の立場に立っ
た適切な対応を図っている。

平成29年には、人身取引事犯の被害者に
対し、警察等への被害申告を多言語で呼び
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掛けるリーフレット約28万部を作成し、関
係省庁、関係国の在京大使館・在外公館、
ＮＧＯ等の犯罪被害者等の目に触れやすい
場所に広く配布したほか、同年３月から
ウ ェ ブ サ イ ト（http://www.npa.go.jp/
bureau/safetylife/hoan/jinshintorihiki/
index.html）上でも同リーフレットを周知
し、警察等への通報を呼び掛けている。ま
た、同年７月、人身取引に関係する国の在
京大使館、国際機関、ＮＧＯ等を集めてコ
ンタクトポイント連絡会議を開催し、人身
取引被害者の発見・保護等に関する意見交
換を行うなどした。さらに、人身取引事犯
等の被害者となっている女性等の早期保護
を図るため、警察庁の委託を受けた民間団
体が、市民から匿名で事件情報の通報を受
け、これを警察に提供して、捜査等に役立
てる匿名通報事業を19年10月から実施して
いる。

なお、「平成29年における人身取引事犯
の検挙状況等について」の広報資料をウェ
ブサイト（http://www.npa.go.jp/bureau/
s a f e t y l i f e / h o a n / j i n s h i n t o r i h i k i /
h29jintorijoukyou.pdf）に掲載している。

児童虐待の被害者については、街頭補
導、少年相談等の様々な活動の機会を通
じ、その早期発見と児童相談所への確実な
通告に努めている。また、各都道府県警察
においては、国民に児童虐待事案の通告・
通報を促しているほか、22年２月から匿名
通報事業の対象に児童虐待事案を追加し、
実施している。さらに、都道府県知事・児
童相談所長による児童の安全確認や一時保
護、立入調査を円滑化するための援助を実
施するとともに、要保護児童対策地域協議
会等へ積極的に参加するなど、学校、児童
相談所等の関係機関との情報交換や連携強
化に努めている。

配偶者からの暴力の被害者、人身取引の
被害者等の保護に関しては、婦人相談所が
児童相談所、警察等の関係機関と連携する
ことが不可欠であることから、厚生労働省
においては、その充実を図っている。特
に、配偶者からの暴力被害者の保護と支援
については、関係機関相互の共通認識・総
合調整が必要不可欠であることから、婦人
相談所においては、警察や福祉事務所等の
関係機関との連携を図るため、連絡会議や
事例検討会議を開催するとともに、事例集
や関係機関の役割等を掲載したパンフレッ
トを作成し、関係機関に配布している。

また、児童相談所においては、触法少
年・ぐ犯少年の通告、棄児・迷子・虐待を
受けた子供等の要保護児童の通告等につい
て、警察と連携を図っている。厚生労働省
においては、児童相談所及び市町村に対し
て、①虐待が疑われる児童に係る情報を認
知した警察からの照会に対し、当該児童に
係る過去の対応状況等を確認して適切に回
答すること、②虐待通告・相談等により把
握した児童虐待事案のうち、刑事事件とし
て立件の可能性があると考えられる重篤な
事案等を把握した場合に、警察と迅速かつ
確実に情報共有を行うことについて、要請
している。

匿名通報ダイヤル
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【施策番号79】
イ　警察庁及び文部科学省においては、警察

と学校等関係機関の通報連絡体制や要保護
児童対策地域協議会の活用、加害少年やそ
の保護者に対する指導等の一層の充実を図
り、再被害の防止に努めている。

非行や犯罪被害等、個々の少年の抱える
問題状況に応じた的確な対応を行うため、
学校、警察、児童相談所等の担当者から成
る少年サポートチームを編成し、それぞれ
の専門分野に応じた役割分担の下、少年へ
の指導・助言を行っている。警察庁と文部
科学省の合同で、少年サポートチームの効
果的な運用等連携を図るため、29年度にお

いても、都道府県警察、関係機関・団体の
実務担当者を集めた協議会を開催した。

文部科学省においては、各教育委員会に
対し、学校と警察が連携し、児童生徒の問
題行動に対応できるよう、生徒指導担当者
を対象とした会議の場や通知等で連携体制
の整備を促している。

また、「要保護児童対策地域協議会設
置・運営指針」（17年２月25日付け厚生労
働省雇用均等・児童家庭局長通知）を踏ま
え、虐待を受けている子供をはじめとする
支援対象児童等の適切な保護を図るための
関係機関との連携について教育委員会等に
周知している。

少年サポートチーム

個々の少年をめぐる問題状況に応じて結成された

サポートチーム

病院 各種
ボランティア

適切な役割分担の
下で連携して対処

（チームでのアプローチ）

保護者等

問題を抱える
少年

従来の各機関ごとのアプローチ

学　校 警察署 児童相談所 保護司

サポートチームの円滑な組織化のための日常的なネットワーク構築

関係団体等 教育委員会 知事部局
政令市

警察本部
（少年サポートセンター） 保護観察所

⑺　犯罪被害者等に関する情報の保護
【施策番号80】

ア　法務省・検察庁においては、裁判所の決
定があった場合、被害者の氏名及び住所そ
の他被害者が特定されることとなる事項を
公開の法廷で明らかにしない制度、平成28
年に改正・施行された刑事訴訟法により導
入された、検察官が、証拠開示の際に、弁
護人に対し、被害者の氏名等を被告人に知
らせてはならない旨の条件を付するなどす

る措置を執ることができる制度等につい
て、円滑な運用に取り組んでいる。また、
会議や研修等の機会を通じて検察官等への
周知に努めている。

更生保護官署においても、保管する犯罪
被害者等の個人情報を適切に管理するよう
会議や研修等の機会を通じて周知徹底を
図っている。

【施策番号81】
イ　検察庁においては、ストーカー事案に関
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し、事案に応じた適切な処理を行うととも
に、捜査・公判の各段階において、犯罪被
害者等に関する情報の保護に配慮した適切
な対応に努めている。また、法務省・検察
庁においては、会議等の機会を通じて、こ
れらの検察官等への周知に努めている。

【施策番号82】
ウ　法テラスにおいては、常勤弁護士を含む

職員に対し、情報セキュリティに関する研
修を行うなどして犯罪被害者等の個人情報
の取扱いに十分留意するよう指導を行って
いる。

【施策番号83】
エ　総務省においては、16年に、関係省令等

を改正し、配偶者等からの暴力及びストー
カー行為等の被害者（以下この項目におい
て「ＤＶ被害者等」という。）の住民票の
写し等の交付等を制限する支援措置を講じ
ている。その後、18年に、住民基本台帳法
を改正し、犯罪被害者等の保護の観点も含
め住民基本台帳の閲覧制度等の抜本的な見
直しを行い、何人でも閲覧を請求できると
いう従前の制度を廃止し、個人情報保護に
十分留意した制度として再構築した。20年
には、同様の観点から同法を改正し、住民
票の写し等の交付制度の見直しを行った。
24年には、関係通知を改正し、支援措置の
対象について、配偶者等からの暴力及びス
トーカー行為等に加え、児童虐待及びその
他これらに準ずる行為を明示的に追加し
た。これらに基づく支援措置は、各市区町
村において講じられている。

また、選挙人名簿の抄本の閲覧制度につ
いては、住民票の写し等の交付等に関する
関係省令等の改正を踏まえ、17年に、配偶
者等からの暴力及びストーカー行為等の加
害者から、支援対象者が記載されている選
挙人名簿の抄本の閲覧申出があった場合は
拒否すること等を通知した。18年には、公
職選挙法を改正し、閲覧事項を不当な目的
に利用されるおそれがあるなど市町村選挙
管理委員会が閲覧を拒むに足りる相当な理

由があると認めるときは閲覧を拒否できる
こととするなど、個人情報保護に配慮した
制度へと見直しを行い、その厳格な取扱い
について、21年、27年に周知徹底を行っ
た。さらに、29年には、加害者以外の第三
者から、選挙人名簿の抄本の閲覧申出が
あった場合であっても、申出に係る選挙人
が支援対象者である場合には、その閲覧を
拒むに足りる相当な理由があると認めると
きとして閲覧を拒否することができること
等を通知し、閲覧制度に係るより一層の厳
格な取扱いについて周知徹底を行ってい
る。

法務省においては、戸籍事務について、
24年から、戸籍法第48条第2項に基づき、
ＤＶ被害者等の住所、電話番号等の連絡先
の記載がある届書等の閲覧請求又は当該書
類に記載した事項についての証明書の交付
請求がなされた場合であって、ＤＶ被害者
等から市区町村長に対して、ＤＶ被害者等
の住所等が覚知されないよう配慮を求める
旨の申入れがなされ、かつ、住民基本台帳
事務における支援措置が講じられていると
きには、同事務における支援期間を満了す
るまでの期間、ＤＶ被害者等の住所等を覚
知されないように適宜の方法でマスキング
をする処置を施した上で、閲覧又は交付請
求に応じることとしている。その後、26年
からは、ＤＶ被害者等の保護の観点から、
申入れを行ったＤＶ被害者等から再度申入
れをする意思がないことを確認できない間
は、住民基本台帳事務における支援期間が
満了していないものとみなして、マスキン
グをする処置を施した上で閲覧又は交付請
求に応じる取扱いを継続している。

また、不動産登記事務について、25年か
ら、不動産の所有権等の登記名義人が、登
記義務者として当該権利の移転等の登記を
申請するに当たり、登記記録上の住所から
転居している場合に、当該登記義務者がＤ
Ｖ被害者等として、住民票の写し等の交付
等を制限する支援措置を受けている者であ
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るときには、当該支援対象者からの申出に
より、当該登記の前提である登記名義人の
住所の変更の登記を要しない取扱いとして
いる。その後、27年からは、支援対象者
が、新たに登記名義人となる場合について
も、支援対象者からの申出により、その現
在の住所を登記することを要しない取扱い
としている。さらに、登記所に保管されて
いる登記申請書及びその附属書類について
は、利害関係人による閲覧が認められてい
るところ、同年から、これらの書類のう
ち、支援対象者の現住所が記載されている
部分については、支援対象者からの申出に
より、閲覧を制限する取扱いをしている。

さらに、供託事務について、25年から、
ＤＶ被害者等から被害の相談に関する公的
証明書をもって供託官に対して申出があっ
た場合には、被害者が供託物払渡請求書に
記載する住所について、都道府県までの概
括的な記載にとどめることを認める取扱い
とするほか、供託物払渡請求がなされた後
に上記申出がなされた場合において、利害
関係人から払渡請求書の閲覧の請求がなさ
れたときは、ＤＶ被害者等の住所等が覚知
されないようにマスキングをする処置を施
した上で閲覧に供する取扱いを行ってい
る。また、その厳格な取扱いについて、毎
年、会議等の機会を通じて周知徹底を行っ
ている。

国土交通省においては、運輸支局等で登
録事項等証明書を交付する事務を行ってい
る登録官に対して「登録事項等証明書の交
付請求に係る配偶者からの暴力、ストー
カー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる
行為の被害者の保護のための取扱いについ
て」（26年７月11日付け国土交通省自動車
局自動車情報課長通達）により、軽自動車
検査協会に対して「検査記録事項等証明書
交付請求に係る配偶者からの暴力、ストー
カー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる
行為の被害者の保護のための取扱いについ
て」（27年１月26日付け国土交通省自動車

局整備課長通達）により、それぞれ犯罪被
害者等に関する情報の保護に係る手続の厳
格な運用を示達するとともに、犯罪被害者
等に係る情報の管理の徹底を図っている。

また、27年９月から、犯罪被害者等が保
護のための取扱いの実施を求めている登録
自動車に係る登録事項等証明書の出力に関
して、自動車登録検査業務電子情報処理シ
ステム（ＭＯＴＡＳ）において出力制限を
かけることができるようにしており、更な
る情報管理の徹底を図っている。

さらに、国土交通省においては、階層別
登録官研修等において、当該取扱い及び個
人情報保護の重要性について研修を行って
いる。その際、被害相談窓口において当該
取扱いのことを広く被害者等へ周知しても
らうためにも、当該相談窓口を所管する相
談機関等との連絡を日頃より密にするよう
伝えている。

【施策番号84】
オ　警察庁においては、犯罪被害者等の実名

発表・匿名発表について、引き続き適切な
発表がなされるよう、都道府県警察の広報
担当者を集めた会議等を通じて、都道府県
警察を指導している。

⑻　一時保護場所の環境改善等
【施策番号85】

ア　P14【施策番号25】参照
【施策番号86】

イ　P14【施策番号26】参照

⑼　児童虐待の防止、早期発見・早期対
応のための体制整備等

【施策番号87】
ア　警察においては、児童虐待防止対策に従

事する職員、検視の専門官、少年補導職員
等に対し、早期に児童虐待を発見するため
の観点や、関係機関との連携の在り方、カ
ウンセリング技術等について指導・教育を
行うなど、児童虐待防止に関する専門的な
知識・技能の向上のための教育を実施して
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いる。
警察庁においては、「児童虐待への対応

における関係機関との情報共有等の徹底に
ついて」（平成28年４月１日付け警察庁生
活安全局少年課長等通達）を発出し、確実
な通告の実施や児童相談所等の関係機関と
の一層緊密かつ適切な連携、警察における
的確な対応の徹底について、各都道府県警
察に指示するなどして、児童虐待の早期発
見・早期対応に努めている。

【施策番号88】
イ　文部科学省においては、児童虐待の速や

かな通告を推進する上で留意すべき事項を
整理した「児童福祉法等の一部を改正する
法律の公布について」（28年６月20日付け
文部科学省生涯学習政策局長・初等中等教
育局長・高等教育局長通知）を通知し、学
校等における取組の充実を求めている。

また、児童虐待等の問題に対応するた
め、福祉の専門的な知識・技術を用いて児
童生徒を支援するスクールソーシャルワー
カー等の教育機関等への配置に対し、予算
補助を行っている。

さらに、都道府県・政令指定都市の教育
委員会に対し、生徒指導担当者を対象とし
た会議等において、継続的に児童虐待防止
対策を取り上げ、通告義務の周知徹底等に
取り組むよう指導を行うとともに、教育機

関と児童相談所の職員による合同研修への
積極的な参加を促すなどにより、児童虐待
の早期発見・早期対応のための体制の整備
に努めている。

【施策番号89】
ウ　文部科学省においては、児童虐待の防止

に資する取組として、家庭教育支援チーム
の組織化等による家庭教育支援体制の構築
を図り、身近な地域における保護者への学
習機会の提供や相談対応等の家庭教育を支
援する活動を補助事業により推進してい
る。また、児童虐待の予防の観点も含め、
問題を抱え孤立しがちな家庭等に対し、訪
問型家庭教育支援を行うため、「先駆的家
庭教育支援推進事業」を地方公共団体に委
託して実施し、家庭教育支援チーム等によ
る訪問型の家庭教育支援体制の構築を図っ
ている。

【施策番号90】
エ　児童福祉法等改正法により、初めて子供

を権利の主体として位置付けるなど児童福
祉法の理念を明確化するとともに、子育て
世代包括支援センターの設置、市町村及び
児童相談所の体制の強化、里親制度の充実
等の所要の措置を講ずることとされた。ま
た、29年6月に成立し、30年4月から施行
された児童福祉法及び児童虐待の防止等に
関する法律の一部を改正する法律（以下

「児童福祉法・児童虐待防止法改正法」と
いう。）により、虐待を受けている子供等
の保護を図るため、家庭裁判所が都道府県
等に対して保護者指導を勧告することがで
きることとするなど、司法関与を強化する
などの措置を講ずることとされた（P40コ
ラム７「児童福祉法・児童虐待防止法改正
法」参照）。

厚生労働省においては、28年４月に策定
した「児童相談所強化プラン」において、
児童相談所の体制及び専門性を計画的に強
化するため、児童福祉司等の専門職の増員
や資質の向上、関係機関との連携強化等を
盛り込んでいる。

家庭教育支援チームによる親子参加行事

提供：文部科学省

04_犯被30_第2章.indd   39 30/06/07   14:43:19



40

第2章　精神的・身体的被害の回復・防止への取組

また、児童虐待を受けたと思われる子供
を見付けた時等に、ためらわず児童相談所
に通告・相談ができるように、児童相談所
全国共通ダイヤル「189（いちはやく）」を
運用しており、児童相談所につながるまで
の時間短縮を進めるため、同月に音声ガイ
ダンスを短縮し、また、30年２月に携帯電
話等からの着信についてコールセンター方
式を導入するなどの改善を図っている。

さらに、全国児童相談所長会議等を通じ
て、直近の児童虐待防止対策についての説
明のほか、要保護児童対策地域協議会にお
ける警察、学校等との情報共有の取組に関
する好事例等を周知し、市町村及び児童相
談所の体制強化等の取組を推進している。

▶ 児童福祉法・児童虐待防止法改正法

虐待を受けている児童等の保護を図るため、児童等の保護についての司法関与を強化するな
どの措置を講じることを内容とする児童福祉法・児童虐待防止法改正法が平成29年６月に成立
し、30年４月から施行された。

児童福祉法・児童虐待防止法改正法は、28年５月に成立した児童福祉法等改正法の附則に置
かれた検討条項において、施行後速やかに、児童等の保護に係る手続における裁判所の関与の
在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずることとされたことを踏ま
えたものであり、主な内容については、次のとおりである。

○　虐待を受けている児童等の保護者に対する指導への司法関与（児童福祉法）
①�　家庭裁判所は、里親委託・施設入所等の措置に関する承認の申立てがあった場合に、都

道府県等に対し、期限を定めて、保護者に対する指導措置を執るよう勧告することができ
ることとし、都道府県等は、当該指導措置の結果を家庭裁判所に報告することとする。

②�　家庭裁判所は、①の勧告を行った上で、上記申立てを却下する審判をする場合において
も、当該勧告に係る保護者に対する指導措置を執ることが相当であると認めるときは、都
道府県等に対し、当該指導措置を執るよう勧告することができることとする。

③�　家庭裁判所は、①又は②による勧告を行ったときは、その旨を保護者に通知することと
する。

○　家庭裁判所による一時保護の審査の導入（児童福祉法）
児童相談所長等が行う一時保護について、親権者等の意に反して２か月を超えて行う場合

には、児童相談所長等は、家庭裁判所の承認を得なければならないこととする。

○　接近禁止命令を行うことができる場合の拡大（児童虐待の防止等に関する法律）
親権者等の意に反して施設入所等の措置が執られている場合に加え、保護者の同意の下で

施設入所等の措置が執られ、又は一時保護が行われている場合にも、児童相談所長等は接近
禁止命令を行うことができることとする。

厚生労働省においては、児童福祉法・児童虐待防止法改正法を受けて、「児童相談所運営指
針」の改正等を行ったところであり、引き続き、各児童相談所が虐待を受けている児童等の保
護等を適切に行うことができるよう取り組んでいくこととしている。

コラム７
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⑽　児童虐待防止のために行う児童の死
亡事例等の検証の実施

【施策番号91】
社会保障審議会児童部会の下に設置されて

いる児童虐待等要保護事例の検証に関する専
門委員会においては、平成16年から、児童虐
待による死亡事例等について、分析、検証
し、事例から明らかになった問題点・課題に
対する具体的な対応策を、提言として毎年取
りまとめており、29年８月には、「子ども虐
待による死亡事例等の検証結果等について

（第13次報告）」を取りまとめた。
第13次報告においては、心中以外の虐待死

（48例・52人）中、０歳児死亡が最も多く
（約６割）、うち月齢０か月が約４割を占める
こと、実母が抱える問題として「予期しない
妊娠／計画していない妊娠」、「妊婦健診未受
診」が高い割合を占めること等が特徴として
挙げられた。

⑾　再被害の防止に資する教育の実施等
【施策番号92】

法務省においては、矯正施設に収容されて
いる加害者のうち必要な者に対し、被害者感
情を理解させるためのオリジナル教材等を活
用した「被害者の視点を取り入れた教育」を
受講することを義務付けている。同教育の一
環として、犯罪被害者等や犯罪被害者支援に
関係する者等による直接講話を実施するな
ど、関係者の協力を得つつ、同教育の充実を
図っている。
「被害者の視点を取り入れた教育」は、被

収容者に対し、自らの犯罪と向き合い、犯し
た罪の大きさや犯罪被害者等の心情等を認識
させ、犯罪被害者等に誠意を持って対応する
とともに、再び罪を犯さない決意を固めさせ
ることを目標としており、社会復帰後の犯罪
被害者等への対応、再犯の防止等につながる
ことが期待できる。

⑿　再被害の防止に資する適切な加害者
処遇

【施策番号93】
ア　法務省においては、性犯罪者、ストー

カー事案の加害者等の保護観察対象者に対
しては、事案に応じて、違反した場合に仮
釈放の取消し等の不良措置が執られること
を前提とし、個々の保護観察対象者ごとに
定められる特別遵守事項として、当該被害
者への接触を禁止するなどの事項を設定し
ている。また、性犯罪者等の特定の犯罪的
傾向を有する保護観察対象者に対し、専門
的処遇プログラムを受講することを特別遵
守事項として設定し、これを守るよう指導
監督している。さらに、事案に応じて、慰
謝の措置や被害弁償に努めること等の生活
行動指針を設定し、これを守る努力をする
よう指導監督している。

仮釈放等審理における意見等聴取制度が
施行された平成19年12月以降、仮釈放者及
び少年院仮退院者については、犯罪被害者
等から聴取した意見等を踏まえ、より一層
適切に特別遵守事項を設定している。

【施策番号94】
イ　警察においては、恋愛感情等のもつれに

起因する暴力的事案に係る仮釈放者及び保
護観察付執行猶予者について、保護観察所
との緊密かつ継続的な連携によって、当該
対象者の特異動向等を双方で迅速に把握
し、必要な措置を講じている。
（法務省における取組については、P41

【施策番号93】参照）。
【施策番号95】

ウ　法務省においては、保護観察対象者に対
して、再び罪を犯さない決意を固めさせる
とともに、犯罪被害者等の意向に配慮しな
がら誠実に対応することを促すため、しょ
く罪指導のためのプログラムを策定し、全
国の保護観察所において、一定の重大な犯
罪をした保護観察対象者に対し、次のとお
り個別指導を実施している。

（ｱ）　自己の犯罪行為を振り返らせ、犯した
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罪の重さを認識させる。
（ｲ）　犯罪被害者等の実情（気持ちや置かれ

た立場、被害の状況等）を理解させる。
（ｳ）　犯罪被害者等の立場で物事を考えさ

せ、また、犯罪被害者等に対して、謝
罪、被害弁償等の責任があることを自覚
させる。

（ｴ）　具体的なしょく罪計画を策定させる。

⒀　再被害防止のための安全確保方策の
検討

【施策番号96】
警察庁においては、関係省庁と連携した犯

罪被害者等の安全確保方策の検討に資するた
め、ストーカー事案及び配偶者等からの暴力
事案の被害者が同一の加害者から再被害を受
けている実態の把握等を目的として、平成29
年度に「犯罪被害類型別調査」（P85コラム16

「犯罪被害類型別調査」参照）を実施した。

	3	 保護、捜査、公判等の過程における配慮等（基本法第19条関係）
⑴　職員等に対する研修の充実等

【施策番号97】
ア　P30【施策番号62】参照

【施策番号98】
イ　警察においては、警察官の採用時や昇任

時に、各階級の役割又は職に応じた犯罪被
害者支援に関する必要な知識について教育
しているほか、専門的知識を必要とする職
務に従事する実務担当者に対して、犯罪被
害者支援や被害者カウンセリング技術等に
関する教育及び研修の機会を設けている。

また、犯罪被害者等の心情を理解するた
めの教育として、犯罪被害者、遺族等によ
る講演会、支援の現場で被害者に向き合い
被害者の心情に関する共感と理解が深い警
察官や有識者による講演会、犯罪被害者支
援担当者の体験記の配布等を実施してい
る。さらに、犯罪被害者等への対応の改善
及び二次的被害を防止するための教育とし
て、警察本部犯罪被害者支援担当課による
各警察署に対する巡回教育、民間被害者支
援団体との連携要領についての教育、性犯
罪被害者への支援要領についての教育等を
実施している。

【施策番号99】
ウ　警察庁においては、都道府県警察におい

てストーカー事案対策及び配偶者暴力事案
対策に従事する警察官に対し、実務に必要
な専門的知識を修得させるための教育を

行っている。
また、都道府県警察においては、警察署

において恋愛感情等のもつれに起因する暴
力的事案をはじめとする人身安全関連事案
対処に従事する警察官に対し、必要な教育
を実施して、対処能力の向上を図ってい
る。

【施策番号100】
エ　警察庁においては、都道府県警察の被害

児童支援担当者等を対象とした各種研修の
機会において、被害児童支援の知識及び被
害児童の心情に配慮した聴取技能の向上を
図るための講義やロールプレイング方式に
よる訓練を行っている。

【施策番号101】
オ　法務省においては、検察官等に対する犯

罪被害者支援をテーマにした講義や更生保
護官署職員に対する犯罪被害者支援の実務
家による講義等を実施しているほか、全国
の地方検察庁に配置されている被害者支援
員等を対象として、検察における犯罪被害
者等の保護・支援についての研修を実施す
るなどし、職員の対応の向上に努めてい
る。
（更生保護官署職員、矯正施設職員に対

する研修等については、P55【施策番号
148、149】参照）

【施策番号102】
カ　法務省においては、検察官等を被害者支
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援団体等に派遣したり、検察幹部が参加す
る各種会議等において犯罪被害者等の心情
を理解し、適切な対応に努めるよう指示し
たりするなどし、職員の対応の向上に努め
ている。

【施策番号103】
キ　法務省においては、検察官に対する研修

の中で、児童や女性の犯罪被害者等と接す
る上での留意点等を熟知した専門家等によ
る講義を実施している。

【施策番号104】
ク　法務省においては、副検事に対する研修

の中で、交通事件の捜査・公判に関する留
意点等を熟知した専門家等による講義を行
うとともに、被害者及び遺族の立場等への
理解を深めるための講義を実施している。

【施策番号105】
ケ　法務省においては、検察官等に対する研

修の中で、犯罪被害者等からの事情聴取時
の配慮事項等、犯罪被害者等の保護・支援
についての講義を実施するなどし、検察官
等の意識の向上に努めている。

【施策番号106】
コ　法テラスにおいては、全国の犯罪被害者

支援の窓口となる職員に対して、二次的被
害の防止に関する研修等を実施している。

【施策番号107】
サ　厚生労働省においては、犯罪被害者等を

含め、地域住民への適切な対応を図るた
め、民生委員が相談援助活動を行う上で必
要不可欠となる知識と技術を修得するため
の研修を実施する都道府県等に対して、こ
の研修に要する経費の一部を補助してい
る。民生委員の全国組織である全国民生委
員児童委員連合会では、標準的な研修カリ
キュラムを定め、各地域において研修の充
実が図られるよう、その普及を図ってい
る。

【施策番号108】
シ　厚生労働省においては、全国婦人相談所

長及び婦人保護主管係長研究協議会や全国
婦人相談員・心理判定員研究協議会で、婦

人相談所長や婦人相談員等に対する研修を
実施するとともに、平成23年度から国立保
健医療科学院で、婦人保護の中核を担う行
政機関の指導的職員に対して、専門的な知
識・手法の習得を促す婦人相談所等指導者
研修を実施している。また、全国婦人保護
施設等連絡協議会が開催する全国婦人保護
施設長等研究協議会や全国婦人保護施設等
指導員研究協議会で講演や行政説明を実施
することで、婦人保護施設の職員の専門的
な資質向上を図っている。

都道府県においては、婦人相談所、婦人
保護施設、母子生活支援施設、福祉事務
所、民間団体等で配偶者からの暴力被害者
等の支援を行う職員を対象に、専門研修を
実施しており、厚生労働省において、これ
らの研修等に要する費用を補助している。

○　海上保安庁においては、基本的人権を
尊重した適正な職務執行を行うため、海
上保安学校等において、犯罪被害者等の
人権に関する教育を行っている。

⑵　女性警察官の配置等
【施策番号109】

警察においては、性犯罪被害者が捜査の過
程において受ける精神的負担を少しでも緩和
するためには、性犯罪被害者の望む性別の警
察官が対応する必要があること等から、警察
本部や警察署の性犯罪捜査を担当する係への
女性警察官の配置を推進するとともに、性犯
罪捜査の研修を行うなどして性犯罪捜査を担
当する職員の実務能力の向上を図っている。

平成29年４月現在、性犯罪事件において、
性犯罪被害者から事情聴取等を行う性犯罪指
定捜査員として指定されている女性警察官等
は、全国の都道府県警察において8,557人で
ある。

また、警視庁及び道府県警察本部（以下
「都道府県警察本部」という。）の性犯罪捜査
担当課に性犯罪捜査指導官の設置を推進して
いるほか、同課の性犯罪捜査指導係への女性
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警察官の配置等により、性犯罪捜査に関する
指導体制の構築を図っており、同月現在、都
道府県警察の性犯罪捜査指導係員は298人、
うち女性警察官は121人である。

さらに、同月現在、性犯罪事件の認知後、
証拠採取を行うに当たって、性犯罪被害者の
精神的負担を軽減するため、証拠採取に必要
な用具や当該被害者の衣類を預かる際の着替
え等をまとめた性犯罪証拠採取セットを全国
で3,024セット保有し、また、性犯罪事件の
被害状況の再現を行う際の性犯罪被害者の精
神的負担を軽減するため、当該被害者の代わ
りとして使用する性犯罪被害者捜査用ダミー
人形を全国で2,233体整備している。

このほか、事情聴取時において、相談室や
被害者支援用車両を積極的に活用しているほ
か、事件発生時における迅速かつ適切な診
断・治療、証拠採取や女性医師による診断等
を行うため、産婦人科医会とのネットワーク
を構築し、具体的支援を提供するための連携
の強化等を図りながら、適正かつ円滑な性犯
罪捜査を推進している。

被害者支援用車両内の様子（被害者は模擬）

女性医師による診断の様子（被害者は模擬）

○　海上保安庁においては、性犯罪等に係
る女性被害者が捜査の過程において受け
る精神的負担を少しでも緩和するため、
女性海上保安官による事情聴取や付添い
等を行っている。

性犯罪指定捜査員等の推移（各年4月1日現在）

0
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年次 平成16 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29
人数 4,572 4,933 5,369 5,459 5,832 6,069 6,280 6,494 6,712 6,752 7,022 7,505 7,974 8,557
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3　保護、捜査、公判等の過程における配慮等（基本法第19条関係）

⑶　被害児童からの事情聴取における配慮
【施策番号110】

検察庁、警察及び児童相談所等において
は、児童の負担軽減及び児童の供述の信用性
の確保の観点から連携を強化しており、具体
的には、被害児童の事情聴取に先立って協議
を行い、関係機関の代表者が聴取を行うこと
について積極的に検討し、また、被害児童か
らの事情聴取に際しては、聴取の場所・回
数・方法等に配慮するなどの取組を進めてい
る。

⑷　ビデオリンク等の措置の適切な運用
【施策番号111】

法務省においては、刑事訴訟に関して、犯
罪被害者等の意見をより適切に裁判に反映さ
せるための犯罪被害者等の意見陳述の制度
や、証人の証言時の負担・不安を軽減するた
めのビデオリンク等の制度の運用について、
適切な対応が行われるよう、会議や研修等の
様々な機会を通じて、検察の現場への周知徹
底を図るとともに、施策の実施状況の把握に
努めている。また、犯罪被害者等向けパンフ
レット「犯罪被害者の方々へ」にもこれらの
制度の情報を掲載している（P50【施策番号
128】参照）。

平成29年中に、証人尋問の際に付添いの措
置が執られた証人の延べ数は78人、証人尋問
の際に遮へいの措置が執られた証人の延べ数
は1,105人、ビデオリンク方式による証人尋
問が行われた証人の延べ数は225人であった。

証人への付添い

提供：法務省

証人への遮へい

提供：法務省

ビデオリンク方式

提供：法務省
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証人の保護等の状況

年次
証人の保護等

付添い 遮へい ビデオリンク
平成25年 116 1,792 278
平成26年 112 1,661 299
平成27年 141 1,563 290
平成28年 128 1,623 303
平成29年 78 1,105 225

（注）
1　最高裁判所事務総局の資料（概数）による。
2�　いずれも高等裁判所、地方裁判所及び簡易裁判所における証人の数
（延べ人員）である。
3�　各項目の数値については、平成28年までは決定等がなされた日を基
準に計上していたが、29年以降は当該事件の終局日を基準に計上して
いる（なお、28年以前に決定等がなされ29年に事件が終局したものに
ついては、決定等がなされた日を基準に計上している。）。この計上基
準日の変更により、29年の数値は一時的に減少することとなるので留
意されたい。

提供：法務省

20年４月から、民事訴訟法が一部改正さ
れ、民事訴訟において犯罪被害者等を証人等
として尋問する場合に、付添い、遮へい又は
ビデオリンクの各措置を執ることが認められ
ている。

29年中の民事訴訟における付添い回数は22
回、遮へい回数は238回、ビデオリンク回数
は40回である（数値はいずれも証人尋問及び
当事者尋問の回数であり、各措置を併用した
場合については、それぞれ１回として計上し
ている。）。

⑸　警察における犯罪被害者等のための
施設の改善

【施策番号112】
警察においては、犯罪被害者等が安心して

事情聴取に応じられるようにするため、その
心情に配意し、応接セットを備えたり、照明
や内装を改善した部屋を利用できるようにし
たりするなどして、全国の全ての警察署に被
害者用事情聴取室を整備している。

また、犯罪被害者等は、警察署や交番等に
立ち入ること自体に抵抗を感じる場合がある

ことから、機動的に犯罪被害者等の指定する
場所に赴くことができ、犯罪被害者等のプラ
イバシー保護等に配意しながら必要な事情聴
取や実況見分等を行える被害者支援用車両を
導入して、犯罪被害者等からの相談や届出の
受理、事情聴取等に活用している。さらに、
公の施設、ホテル、大学等の警察施設以外の
相談会場の借上げも行っている。

⑹　検察庁における犯罪被害者等のため
の待合室の設置

【施策番号113】
法務省においては、被疑者等の事件関係者

と顔を合わせたくないという犯罪被害者等の
心情への配慮と精神的負担の軽減のため、平
成29年度に建て替えが完了した検察庁２庁舎
に被害者専用待合室を設置した。30年度中に
建て替えが完了する見込みの検察庁２庁舎に
ついても、同室を設置することとしており、
未設置の検察庁については、スペースの有
無、設置場所等を勘案しつつ、今後も同室の
設置について検討していく。

犯罪被害者等のための待合室

提供：法務省
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